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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第18期中以降の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在していないため

記載しておりません。 

回次 第17期中 第18期中 第19期中 第17期 第18期 

会計期間 

自平成15年 
９月21日 
至平成16年 
３月20日 

自平成16年 
９月21日 
至平成17年 
３月20日 

自平成17年 
９月21日 
至平成18年 
３月20日 

自平成15年 
９月21日 
至平成16年 
９月20日 

自平成16年 
９月21日 
至平成17年 
９月20日 

売上高（百万円） 11,088 13,403 15,577 24,714 29,535 

経常利益（百万円） 646 679 576 1,755 1,772 

中間（当期）純利益（百万円） 259 324 326 845 969 

純資産額（百万円） 10,703 11,415 12,424 11,277 12,125 

総資産額（百万円） 21,975 24,912 28,203 24,831 26,933 

１株当たり純資産額（円） 989.13 1,053.93 1,136.77 1,037.55 1,105.80 

１株当たり中間（当期）純利益

（円） 
24.21 29.94 29.84 74.89 85.70 

潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益（円） 
23.94 － － 74.47 － 

自己資本比率（％） 48.7 45.8 44.1 45.4 45.0 

営業活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
1,288 1,042 542 2,236 2,591 

投資活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
△511 △513 △1,132 △2,917 △1,003 

財務活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
△262 △508 773 813 △700 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（百万円） 
3,043 2,682 3,731 2,662 3,549 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数］（人） 

928 

(938) 

1,103 

(965) 

1,303 

(1,027) 

1,081 

(976) 

1,242 

(1,019) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第18期中以降の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在していないため

記載しておりません。 

３．第18期中の１株当たり中間配当額は、東京証券取引所市場第二部上場記念配当２円を含んでおります。 

回次 第17期中 第18期中 第19期中 第17期 第18期 

会計期間 

自平成15年 
９月21日 
至平成16年 
３月20日 

自平成16年 
９月21日 
至平成17年 
３月20日 

自平成17年 
９月21日 
至平成18年 
３月20日 

自平成15年 
９月21日 
至平成16年 
９月20日 

自平成16年 
９月21日 
至平成17年 
９月20日 

売上高（百万円） 8,744 9,156 9,754 18,427 19,453 

経常利益（百万円） 519 537 351 1,490 1,423 

中間（当期）純利益（百万円） 225 279 314 735 801 

資本金（百万円） 2,615 2,620 2,620 2,620 2,620 

発行済株式総数（株） 10,857,033 10,868,121 10,968,121 10,868,121 10,968,121 

純資産額（百万円） 13,141 13,735 13,713 13,639 14,223 

総資産額（百万円） 22,245 23,957 25,053 24,095 25,161 

１株当たり純資産額（円） 1,214.41 1,268.16 1,254.71 1,255.92 1,298.10 

１株当たり中間（当期）純利益

（円） 
21.00 25.79 28.78 64.96 70.58 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益（円） 
20.77 － － 64.59 － 

１株当たり中間（年間）配当額

（円） 
－ 10 10 15 20 

自己資本比率（％） 59.1 57.3 54.7 56.6 56.5 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]（人） 

674 

[650] 

727 

[663] 

786 

[683] 

714 

[666] 

768 

[695] 



２【事業の内容】 

 当社グループは、当社と連結子会社15社で構成され、臨床検査事業及び周辺事業、並びに調剤薬局事業を行っており

ます。 

 当社グループの事業内容及び当社と連結子会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

 なお、次の２部門は「第５ 経理の状況 １. （１）中間連結財務諸表 注記事項」に掲げる事業の種類別セグメン

ト情報の区分と同一であります。 

（臨床検査事業及び周辺事業）  

  当社のほか、㈱ファルコバイオシステムズ西日本、㈱ファルコバイオシステムズ兵庫、㈱ファルコバイオシステムズ

九州、㈱ファルコバイオシステムズ山陰、㈱ファルコバイオシステムズ福井、㈲飛騨臨床検査センターの６社は、各地

の病院及び診療所等から臨床検体検査を受託しております。また、㈱ファルココミュニケーションズは、当社から臨床

検体検査に係る営業を受託しております。  

 その周辺事業として、㈱フレスコメディカルが検査用消耗品の販売を、㈱ファルコライフサイエンスが主に食品衛

生・環境検査の受託を、Hitzコスミック㈱が医療情報システムの開発・販売を行っております。 

（調剤薬局事業）  

  ㈱ファルコクリニカルプラン、チューリップ調剤㈱、㈱プロット、㈱ファーマプロット、㈱MINORIの５社は、調剤薬

局の運営を行っております。 



（注）１．当社は、平成17年９月21日付で㈱ファルコバイオシステムズ東京を吸収合併いたしました。 

２．㈱ファルココミュニケーションズは、平成17年9月21日付で、当社より臨床検体検査に係る営業の受託を開始

いたしました。 

３．当社は、平成18年２月28日付でHitzコスミック㈱(本店:大阪市西区)の全株式を取得し、子会社といたしまし

た。 

４．当社は、平成18年３月22日付で㈱志太医研（本店：静岡県藤枝市）の全株式を取得し、子会社といたしまし

た。 

５．当社は、平成18年３月22日付で㈱東予中検（本店：愛媛県新居浜市）の株式の一部を取得し、子会社といたし

ました。 

６．㈱ファーマプロットは、平成18年３月22日付で㈱プロットを吸収合併いたしました。 

３【関係会社の状況】 

（1）当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

（2）当中間連結会計期間において、連結子会社であった㈱ファルコバイオシステムズ東京は、当社に吸収合併され

ました。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であります。 

２．従業員数欄の（外数）は、パートタイマー及びアルバイトの当中間連結会計期間平均雇用人員であります。

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であります。 

２．従業員数欄の（外数）は、パートタイマー及びアルバイトの当中間会計期間平均雇用人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容 

議決権の所有割
合（又は被所
有）割合 

 （％） 

関係内容 

 (連結子会社) 

Hitzコスミック㈱ 
大阪市西区 150 

医療情報システムの開

発・販売 
100 役員の兼任あり

  平成18年３月20日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

臨床検査事業及び周辺事業 990 (972) 

調剤薬局事業 313 (55) 

合計 1,303 (1,027) 

  平成18年３月20日現在

従業員数（人） 786 (683) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間の受託臨床検査市場は、医療費削減を背景とした医療制度改革が進められ、医療機関との受

託単価は低下傾向にありますが、検査室運営のアウトソーシング化は引き続き活発化しており、受託検査数は増加

傾向にあります。 

  調剤薬局市場は、国内の医薬分業率が未だ54％と低く、今後一層医薬分業が進むと予想され、増加傾向にありま

す。一方、ドラッグストアの調剤薬局併設店の増加など、同業他社との間での競争が激化しております。 

 このような経営環境のもと、当社グループは、いかなる状況にも対処できる企業体質及び収益基盤の構築に努め

てまいりました。 

 臨床検査事業につきましては、新規顧客の獲得などによる売上の拡大を図りました。また、平成17年９月に㈱フ

ァルコバイオシステムズ東京を吸収合併し、グループ会社の再編による業務の効率化及びコスト削減を進めるとと

もに、受託単価の適正化・維持を図り、収益力の向上に努めてまいりました。 

        調剤薬局事業につきましては、採算を重視した店舗展開を推進すること、並びに事業エリアの拡大に努めるとと

もに、スケールメリットを活かした店舗運営の効率化に取り組み、収益力の強化を図ってまいりました。 

        この結果、当中間連結会計期間の売上高は、15,577百万円（前年同期比16.2％増）と増収になりました。利益面

につきましては、経常利益は576百万円（前年同期比15.1％減）と減益になりましたが、中間純利益は326百万円

（前年同期比0.6％増）と、退職給付制度の一部を変更したことに伴う特別利益を計上したことなどにより、増益

となりました。 

  

  事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 臨床検査事業につきましては、新規顧客の獲得及び検査室運営のアウトソーシング化による検査室運営の受託を

積極的に進めたことにより、売上高は順調に推移いたしました。また、検査施設に省力化システムを導入すること

により、検査原価の低減及び業務の効率化を図り、収益力の向上に努めてまいりました。ヒト遺伝子検査につきま

しては、平成17年12月にアンジェスＭＧ株式会社と遺伝子医薬開発に関わる遺伝子検査・測定試験などの構築に関

する共同事業契約及びジェノミディア株式会社と疾患関連遺伝子を対象とする遺伝子検査法の開発に関する共同事

業契約を締結いたしました。 

   食品衛生・環境検査事業につきましては、食品アレルギー検査及び厨房などの衛生検査の受託が順調に推移いた

しました。 

 医療情報化事業につきましては、販売提携先との連携を強化することにより、電子カルテの受注数は順調に推移

しております。また、医療情報化事業の強化・拡大を図るため、平成18年２月に医療情報システムの開発を専門に

行っているHitzコスミック㈱（本店：大阪市西区）の全株式を取得し、子会社化いたしました。 

        この結果、当中間連結会計期間の臨床検査事業及び周辺事業の売上高は、10,964百万円（前年同期比4.6％増）

となりました。 

        調剤薬局事業につきましては、新規店舗の開局に努めたことにより、当社グループで合計５店舗（フランチャ

イズ店１店舗含む）の開局となりました。また、不採算店舗として北陸地域で１店舗を閉局いたしました。この結

果、当社グループが運営する調剤薬局等店舗総数は65店舗（フランチャイズ店２店舗含む）となりました。 

 既存店舗につきましては、電子薬歴システム及び音声入力システムの導入を進め、安全性と質の高い調剤薬局を

目指すとともに、良質な医療サービスを提供することにより患者さまの顧客満足度の向上に努めてまいりました。

また、店舗毎の業務運営管理システムを強化し、収益力の向上を図ってまいりました。 

        この結果、当中間連結会計期間の調剤薬局事業の売上高は、4,612百万円（前年同期比57.7％増）となりまし

た。 

  



(2）キャッシュ・フロー 

   当中間連結会計期間における連結ベ－スの現金及び現金同等物（以下「資金」という。)は、前連結会計年度末

に比べ182百万円増加し、当中間連結会計期間末には3,731百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   営業活動の結果得られた資金は542百万円であり、前中間連結会計期間に比べ500百万円減少いたしました。これ

は主に、退職給付制度の一部について確定拠出年金制度へ移行したことなどにより、退職給付引当金が267百万円

減少したこと及び売上債権が214百万円増加したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   投資活動の結果使用した資金は1,132百万円であり、前中間連結会計期間に比べ619百万円増加いたしました。こ

れは主に、子会社株式取得による支出が529百万円増加したことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   財務活動の結果得られた資金は773百万円であり、前中間連結会計期間に比べ1,281百万円増加いたしました。こ

れは主に、短期借入金の純増減額が2,438百万円増加し、長期借入れによる収入が1,200百万円減少したことによる

ものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメント及び検査区分別に示すと、次のとおりでありま

す。 

 （注）１．金額は、販売価額で表示しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 検査受託から報告までの所要日数が極めて短いため、常に受注残高は僅少であり、期中の受注高と販売実績とがほ

ぼ対応するため記載を省略しております。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメント及び検査区分別に示すと、次のとおりでありま

す。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．主要顧客（総販売実績に対する割合が10％以上）に該当するものはありません。 

事業の種類別セグメント 
及び検査区分の名称 

当中間連結会計期間 (自 平成17年９月21日 至 平成18年３月20日)

金額（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％）

  生化学的検査 3,109 20.0 103.1 

  血清学的検査 1,237 7.9 98.3 

  血液学的検査 1,078 6.9 105.2 

臨床検査事業  寄生虫学的検査 264 1.7 100.1 

及び周辺事業  微生物学的検査 983 6.3 100.9 

  病理学的検査 867 5.6 110.9 

  特殊検査他 3,424 22.0 108.5 

 小計 10,964 70.4 104.6 

 調剤薬局事業 4,612 29.6 157.7 

合計 15,577 100.0 116.2 

事業の種類別セグメント 
及び検査区分の名称 

当中間連結会計期間 (自 平成17年９月21日 至 平成18年３月20日)

金額（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％）

  生化学的検査 3,109 20.0 103.1 

  血清学的検査 1,237 7.9 98.3 

  血液学的検査 1,078 6.9 105.2 

臨床検査事業  寄生虫学的検査 264 1.7 100.1 

及び周辺事業  微生物学的検査 983 6.3 100.9 

  病理学的検査 867 5.6 110.9 

  特殊検査他 3,424 22.0 108.5 

 小計 10,964 70.4 104.6 

 調剤薬局事業 4,612 29.6 157.7 

合計 15,577 100.0 116.2 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はあ

りません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。 

     （技術受入契約） 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

契約会社名 相手方の名称 国名 契約締結日 契約内容 契約期間 

㈱ファルコバイ

オシステムズ 

（当社） 

アンジェスＭＧ㈱    日本 
平成17年 

12月21日 

遺伝子治療用医薬品及

び核酸医薬開発に関す

る技術情報の使用許諾

平成17年12月21日から５年間 

（以後１年毎の自動更新） 

㈱ファルコバイ

オシステムズ 

（当社） 

ジェノミディア㈱   日本 
平成17年 

 12月21日 

特定分野に係る遺伝子

検査法に関する独占実

施権の許諾 

平成17年12月21日から５年間 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設及び改修計画のうち、完了

予定年月が変更になったものは次のとおりであります。 

（注）金額には、消費税等を含んでおりません。 

  

(2) 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設及び改修計画について、完

了したものは次のとおりであります。 

（注）金額には、消費税等を含んでおりません。 

  

(3) 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は次のとおりであります。 

（注）金額には、消費税等を含んでおりません。 

  

会社名 

事業所名 
所在地 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定金額 完了予定年月 

総額 
(百万円)

既支払額
(百万円)

当初完了 
予定年月 

 変更後完了
予定年月  

当社熊本ラボラトリー 熊本県熊本市 
臨床検査事業

及び周辺事業 
臨床検査機器 276 166 

平成18年 

１月 

平成18年

４月 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 
投資金額 
（百万円） 

完了年月 

 当社総合研究所他  京都府久世郡他 
臨床検査事業

及び周辺事業 
臨床検査機器 81 平成18年３月 

 チューリップ調剤㈱他  富山県富山市他 調剤薬局事業 調剤薬局店舗 71 平成18年３月 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達
方法 

着手及び完了予定年月 
完了後の
増加能力総額 

(百万円)
既支払額
(百万円)

着手 完了 

当社 

東海中央 

研究所  

 名古屋市 

 守山区 

臨床検査事

業及び周辺

事業 

建物 

臨床検査機

器 

2,000 － 
社債発行

資金 

 平成18年 

 ３月 

 平成19年 

 ７月 
25％増加



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」の欄には、平成18年６月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使(旧商

法に基づき発行された転換社債の転換及び新株引受権付社債の権利行使を含む。)により発行された株式数は含

まれておりません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年３月20日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月16日） 

上場証券取引所名
又は登録証券業協
会名 

内容 

普通株式 10,968,121 11,349,301 

 ㈱東京証券取引所 

㈱大阪証券取引所 

各市場第一部 

－ 

計 10,968,121 11,349,301 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

  旧商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

          平成18年３月７日取締役会決議 

          第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成18年３月23日発行） 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年３月20日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権付社債の残高（百万円） － 1,000 

新株予約権の数（個） － 20 

新株予約権の目的となる株式の種類 － 普通株式  

新株予約権の目的となる株式の数 － 

 本新株予約権の行使請求により

当社が当社普通株式を新たに発

行しまたはこれに代えて当社の

有する当社普通株式を移転（以

下当社普通株式の発行または移

転を「交付」という。）する数

は、行使請求に係る本社債の発

行価額の総額を転換価額で除し

て得られる最大整数とする。こ

の場合に１株未満の端数を生じ

たときはこれを切り捨て、現金

による調整は行わない。  

新株予約権の行使時の払込金額 －  （注）１、２、３、４  

新株予約権の行使期間 － 
  自 平成18年３月24日  

  至 平成20年３月19日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額 
－ 

 本新株予約権の行使により株式

を発行する場合の当社普通株式

１株の資本組入額は当該株式の

発行価額に0.5を乗じた金額と

し、計算の結果１円未満の端数

を生ずる場合は、その端数を切

り上げるものとする。 

新株予約権の行使の条件 － 

 本社債を繰上償還する場合また

は本社債につき期限の利益を喪

失した場合には、それぞれ償還

日または期限の利益の喪失日以

後本新株予約権を行使すること

はできない。本新株予約権付社

債の社債権者の請求により本社

債を繰上償還する場合には、本

新株予約権付社債券が償還金支

払場所に提出された時以降、本

新株予約権を行使することはで

きない。また、各本新株予約権

の一部行使はできないものとす

る。  

新株予約権の譲渡に関する事項 － 

 本社債は旧商法第341条ノ２第４

項の定めにより本社債の社債部

分と本新株予約権のうち一方の

みを譲渡することはできない。 



 （注）１．本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、本社債の発行価額と同額とする。 

   ２．転換価額は、当初1,368円とする。 

    ３．転換価額の修正 

       本新株予約権付社債の発行後、毎月第３金曜日（ただし、初回は平成18年４月７日とする。）（以下「決

定日」という。）の翌取引日以降、転換価額は、決定日まで（当日を含む。）の３連続取引日（ただし、終

値（終値のない場合は、気配表示を含む。以下同じ。）のない日は除き、決定日が取引日でない場合には、

決定日の直前の取引日までの３連続取引日とする。以下「時価算定期間」という。）の株式会社大阪証券取

引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値の90％に相当する金額（円位未満小数第２位ま

で算出し、その小数第２位を切り捨てる。以下「決定日価額」という。）に修正される。なお、時価算定期

間内に、下記４で定める転換価額の調整事由が生じた場合には、修正後の転換価額は、本新株予約権付社債

の社債要項に従い当社が適当と判断する値に調整される。ただし、かかる算出の結果、決定日価額が684円

（以下「下限転換価額」という。ただし、下記４による調整を受ける。）を下回る場合には、修正後の転換

価額は下限転換価額とし、決定日価額が2,052円（以下「上限転換価額」という。ただし、下記４による調整

を受ける。）を上回る場合には、修正後の転換価額は上限転換価額とする。 

    ４．転換価額の調整 

       当社は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る発行価額または処分価額をも

って当社普通株式を発行しまたは処分する場合（ただし、当社普通株式に転換される証券もしくは転換でき

る証券または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の

転換または行使による場合を除く。）には、次に定める算式をもって転換価額を調整する。なお、次式にお

いて、「既発行株式数」は、発行済当社普通株式数から、当社の有する当社普通株式数を控除した数とす

る。 

                               新発行・処分株式数×１株当たりの発行・処分価額  

                       既発行株式数＋────────────────────────

                                        時    価 

      調整後転換価額＝調整前転換価額×────────────────────────────────

                              既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数  

       また、当社は、当社普通株式の分割もしくは併合または時価を下回る価額をもって当社普通株式に転換さ

れる証券もしくは転換できる証券または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付

社債を発行する場合等にも転換価額を適宜調整する。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注） 平成18年３月21日から平成18年５月31日までの間に、新株予約権の行使により発行済株式総数が381,180株、

資本金が250百万円、資本準備金が249百万円それぞれ増加しております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高 
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

 平成17年９月21日 

～平成18年３月20日 
－ 10,968,121 － 2,620 － 2,459 



(4）【大株主の状況】 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 上記「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,200株含まれております。ま

た、「議決権の数」の欄には同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個が含まれております。  

  平成18年３月20日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

赤澤 寬治 大阪府枚方市香里ケ丘６丁目１番地の10 655 5.97 

株式会社京都銀行 
京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町700

番地 
431 3.94 

ファルコバイオシステムズ従

業員持株会 

京都市中京区河原町通二条上る清水町346

番地 
357 3.26 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 315 2.88 

平﨑 健治郎 大阪府枚方市山之上５丁目49番16号 274 2.51 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社(信託口) 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 268 2.45 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社(信託口) 
東京都中央区晴海1丁目８番11号 248 2.26 

矢盛 俊男 名古屋市天白区梅が丘５丁目609番地 231 2.11 

尾藤 勇 京都府城陽市寺田大谷188番地３ 212 1.94 

大阪中小企業投資育成株式会

社 
大阪市北区堂島浜１丁目２番６号 208 1.90 

計 － 3,204 29.21 

  平成18年３月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 38,200 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,864,100 108,641 － 

単元未満株式 普通株式 65,821 － － 

発行済株式総数 10,968,121 － － 

総株主の議決権 － 108,641 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

２．月別最高・最低株価は、平成17年10月１日から平成18年３月31日までの暦月によっております。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年３月20日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ファルコ

バイオシステムズ 

京都市中京区河原

町通二条上る清水

町346番地 

38,200 － 38,200 0.35 

計 － 38,200 － 38,200 0.35 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 1,500 1,500 1,419 1,540 1,529 1,450 

最低（円） 1,440 1,370 1,319 1,320 1,330 1,331 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。  

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年９月21日から平成17年３月20日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年９月21日から平成17年３月20日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年９月21日から平成17年３月20日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年９月21日から平成18年３月20日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年９月21日から平成17年３月20日まで）及び当中間会計期間（平成17年９月21日から平成18年３月20

日まで）の中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年３月20日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年３月20日現在） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成17年９月20日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   2,750   3,780   3,618  

２．受取手形及び売掛
金   5,090   5,974   5,568  

３．たな卸資産   541   744   626  

４．繰延税金資産   237   276   280  

５．その他    494   371   394  

貸倒引当金   △79   △110   △71  

流動資産合計   9,034 36.3  11,037 39.1  10,416 38.7 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産           

１．建物及び構築物  7,270   7,469   7,382   

減価償却累計額  3,329 3,940  3,480 3,989  3,368 4,013  

２．車両運搬具  38   45   48   

減価償却累計額  32 5  36 9  38 10  

３．工具器具備品  5,440   5,662   5,537   

減価償却累計額  3,927 1,513  4,348 1,313  4,167 1,369  

４．土地   4,671   4,695   4,707  

５．建設仮勘定   32   246   114  

有形固定資産合計   10,164 40.8  10,253 36.3  10,215 37.9 

(2）無形固定資産           

１．営業権   15   6   11  

２．特許権   139   104   121  

３．ソフトウェア   503   501   475  

４．連結調整勘定   1,944   2,754   2,360  

５．その他   5   32   4  

無形固定資産合計   2,607 10.5  3,399 12.1  2,974 11.0 

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券   1,641   1,939   1,713  

２．出資金   0   0   0  

３．長期貸付金   4   12   12  

４．長期前払費用   16   269   104  

５．繰延税金資産   627   447   664  

６．その他   1,015   1,025   1,017  

貸倒引当金   △199   △181   △185  

投資その他の資産合
計   3,105 12.4  3,513 12.5  3,327 12.4 

固定資産合計   15,877 63.7  17,166 60.9  16,517 61.3 

資産合計   24,912 100.0  28,203 100.0  26,933 100.0 

            
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年３月20日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年３月20日現在） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成17年９月20日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金   2,061   2,969   2,580  

２．短期借入金   5,061   6,506   5,931  

３．未払金   1,240   1,509   1,476  

４．未払法人税等   333   296   482  

５．賞与引当金   376   438   440  

６．その他   459   559   461  

流動負債合計   9,532 38.3  12,279 43.5  11,372 42.2 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金   2,555   2,274   1,966  

２．退職給付引当金   951   851   997  

３．役員退職慰労引当
金   444   359   447  

４．その他   12   11   15  

固定負債合計   3,964 15.9  3,496 12.4  3,427 12.8 

負債合計   13,497 54.2  15,776 55.9  14,799 55.0 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   － －  2 0.0  8 0.0

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   2,620 10.5  2,620 9.3  2,620 9.7 

Ⅱ 資本剰余金   2,491 10.0  2,614 9.2  2,614 9.7 

Ⅲ 利益剰余金   6,187 24.8  6,900 24.5  6,724 25.0 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   151 0.6  326 1.2  201 0.7 

Ⅴ 自己株式   △36 △0.1  △37 △0.1  △36 △0.1 

資本合計   11,415 45.8  12,424 44.1  12,125 45.0 

負債、少数株主持分
及び資本合計   24,912 100.0  28,203 100.0  26,933 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   13,403 100.0  15,577 100.0  29,535 100.0 

Ⅱ 売上原価   7,789 58.1  9,765 62.7  17,410 58.9 

売上総利益   5,614 41.9  5,811 37.3  12,124 41.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費           

１．販売促進費  86   87   179   

２．広告宣伝費  32   36   64   

３．運送費  296   294   644   

４．貸倒引当金繰入額  1   37   0   

５．給料及び賞与  2,062   2,187   4,505   

６．賞与引当金繰入額  209   219   226   

７．役員退職金  1   15   1   

８．退職給付費用  53   48   122   

９．役員退職慰労引当
金繰入額  13   11   36   

10．福利厚生費  413   448   865   

11．減価償却費  156   161   323   

12．賃借料  324   346   673   

13．消耗品費  368   403   823   

14．連結調整勘定償却
額  98   123   231   

15．その他  791 4,911 36.7 862 5,284 33.9 1,629 10,329 35.0 

営業利益   702 5.2  527 3.4  1,794 6.1 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  0   0   0   

２．有価証券利息  2   2   4   

３．受取配当金  4   11   14   

４．投資有価証券売却
益  34   63   70   

５．投資有価証券運用
益  6   6   13   

６．その他  31 78 0.6 32 116 0.7 67 171 0.6 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  31   31   71   

２．支払手数料  12   8   14   

３．投資有価証券運用
損  10   1   3   

４．上場関連費用  34   －   71   

５．その他  13 102 0.7 24 67 0.4 31 192 0.7 

経常利益   679 5.1  576 3.7  1,772 6.0 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益           

１．貸倒引当金戻入益  4   1   13   

２．投資有価証券売却
益  2   9   2   

３．受取保険金  －   28   －   

４．退職給付引当金戻
入益  －   190   －   

５．役員退職慰労引当
金戻入益  － 7 0.1 19 250 1.6 － 16 0.0

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産売却損 ※１ －   0   －   

２．固定資産除却損 ※２ 16   4   31   

３．固定資産評価損  ※３ －   －   0   

４．会員権評価損  0   －   0   

５．減損損失  ※４ －   27   －   

６．貸倒引当金繰入額  1   －   1   

７．役員退職功労金  － 18 0.2 53 86 0.5 － 33 0.1

税金等調整前中間
（当期）純利益   667 5.0  741 4.8  1,755 5.9 

法人税、住民税及
び事業税  308   224   820   

過年度法人税等  －   53   －   

法人税等調整額  35 343 2.6 138 416 2.7 △43 777 2.6 

少数株主利益又は 
少数株主損失(△)    － －  △1 △0.0  8 0.0 

中間(当期)純利益   324 2.4  326 2.1  969 3.3 

            



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   2,491  2,614  2,491 

Ⅱ 資本剰余金増加高        

１．株式交換による増加
高 

 － － － － 123 123

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  2,491  2,614  2,614 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   6,064  6,724  6,064 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１．中間（当期）純利益  324 324 326 326 969 969 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１．配当金  162  109  270  

２．役員賞与  39 201 41 150 39 309

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  6,187  6,900  6,724 

         



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

 Ⅰ 営業活動によるキャッ

シュ・フロー 
    

税金等調整前中間
（当期）純利益 

 667 741 1,755 

減価償却費  533 494 1,100 

減損損失  － 27 － 

連結調整勘定償却額  98 123 231 

貸倒引当金の増減額
（減少：△） 

 △1 35 △24 

退職給付引当金の増
減額（減少：△） 

 14 △253 63 

受取利息及び受取配
当金 

 △6 △13 △19 

支払利息  31 31 71 

固定資産評価損  － － 0 

固定資産除却損  16 4 31 

会員権評価損  0 0 0 

売上債権の増減額
（増加：△） 

 53 △160 △264 

たな卸資産の増減額
（増加：△） 

 △84 △32 △82 

仕入債務の増減額
（減少：△） 

 201 60 829 

役員賞与の支払額  △39 △41 △39 

その他  △66 △19 △243 

小計  1,420 999 3,410 

利息及び配当金の受
取額 

 6 13 20 

利息の支払額  △29 △40 △74 

法人税等の支払額  △355 △431 △764 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 1,042 542 2,591 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

定期預金の預入によ
る支出 

 △1 △2 △6 

定期預金の払戻によ
る収入 

 － 23 13 

有形固定資産の取得
による支出 

 △325 △342 △607 

有形固定資産の売却
による収入 

 － 0 － 

無形固定資産の取得
による支出 

 △50 △161 △129 

投資有価証券の取得
による支出 

 △212 △289 △762 

投資有価証券の売却
による収入 

 223 366 944 

貸付けによる支出  － △22 － 

貸付金の回収による
収入 

 0 0 1 

子会社株式取得によ
る支出 

 － △529 △388 

子会社の持分取得に
よる支出 

 △76 △22 △76 

保険の解約による収
入 

 17 100 6 

出資金の取得による
支出  

 0 － △0 

その他  △88 △253 1 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △513 △1,132 △1,003 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

短期借入金の純増減
額（減少：△） 

 △1,808 630 △1,164 

長期借入れによる収
入 

 2,200 1,000 2,600 

長期借入の返済によ
る支出 

 △739 △746 △1,821 

社債の償還による支
出 

 － － △53 

配当金の支払額  △160 △109 △258 

その他  0 △0 △2 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △508 773 △700 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 0 0 △0 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（減少：△） 

 20 182 887 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 2,662 3,549 2,662 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末（期末）残高 

 2,682 3,731 3,549 

      



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社は、下記の12社であり

ます。 

㈱ファルコバイオシステムズ西

日本 

㈱フレスコメディカル 

㈱ファルコライフサイエンス 

㈱ファルコバイオシステムズ兵

庫 

㈱ファルコバイオシステムズ東

京 

㈱ファルココミュニケーション

ズ 

㈱ファルコクリニカルプラン 

㈱ファルコバイオシステムズ九

州 

㈱ファルコバイオシステムズ山

陰 

㈱ファルコバイオシステムズ福

井 

チューリップ調剤㈱   

㈲飛騨臨床検査センター ※１ 

連結子会社は、下記の15社であり

ます。 

㈱ファルコバイオシステムズ西

日本 

㈱フレスコメディカル 

㈱ファルコライフサイエンス 

㈱ファルコバイオシステムズ兵

庫 

㈱ファルココミュニケーション

ズ 

㈱ファルコクリニカルプラン 

㈱ファルコバイオシステムズ九

州 

㈱ファルコバイオシステムズ山

陰 

㈱ファルコバイオシステムズ福

井 

チューリップ調剤㈱   

㈲飛騨臨床検査センター  

㈱プロット 

㈱ファーマプロット 

㈱MINORI 

   Hitzコスミック㈱ ※２ 

連結子会社は、下記の15社であり

ます。 

㈱ファルコバイオシステムズ西

日本 

㈱フレスコメディカル 

㈱ファルコライフサイエンス 

㈱ファルコバイオシステムズ兵

庫 

㈱ファルコバイオシステムズ東

京 

㈱ファルココミュニケーション

ズ 

㈱ファルコクリニカルプラン 

㈱ファルコバイオシステムズ九

州 

㈱ファルコバイオシステムズ山

陰 

㈱ファルコバイオシステムズ福

井 

チューリップ調剤㈱ 

㈲飛騨臨床検査センター※１ 

㈱プロット※２ 

㈱ファーマプロット※２ 

㈱MINORI※２ 

 ※１.㈲飛騨臨床検査センターは、

平成17年１月31日付で当社子

会社となりました。  

  １.㈱ファルコバイオシステムズ

東京は、平成17年９月21日付で

当社に吸収合併されました。 

※１.㈲飛騨臨床検査センターは、

平成17年１月31日付で当社子

会社となりました。  

   ※２.Hitzコスミック㈱は、平成18

年２月28日付で当社子会社とな

りました。 

※２.㈱プロット、㈱ファーマプロ

ット、及び㈱MINORIの３社

は、平成17年３月22日付で当

社子会社となりました。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 ──────  ──────  ────── 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

  連結子会社のうち、㈲飛騨臨床

検査センターの中間決算日は９月

30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成にあた

っては、中間連結決算日現在で実

施した仮決算に基づく中間財務諸

表を使用しております。 

  連結子会社のうち、Hitzコスミ

ック㈱の中間決算日は９月30日で

あります。 

 中間連結財務諸表の作成にあた

っては、中間連結決算日現在で実

施した仮決算に基づく中間財務諸

表を使用しております。 

 全ての連結子会社の事業年度末

日と連結決算日は一致しておりま

す。なお、連結子会社のうち、㈲

飛騨臨床検査センター、㈱プロッ

ト、㈱ファーマプロット及び㈱

MINORIの決算日は、いずれも３月

31日でありましたが、当連結会計

年度で決算期を変更し、９月20日

といたしました。  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

４. 資本連結手続に関する事

項 

 ──────  ──────   当社は、平成17年５月12日付で

㈱プロットを当社の完全子会社と

する簡易株式交換を実施いたしま

した。 

 この株式交換に係る資本連結手

続については、「株式交換及び株

式移転制度を利用して完全親子会

社関係を創設する場合の資本連結

手続」（日本公認会計士協会会計

制度委員会研究報告第６号 平成

12年８月31日）に基づき、パーチ

ェス法により処理を行っておりま

す。 

５．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定し

ております。） 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に

基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定し

ております。） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

     なお、投資事業有限責任組

合及びそれに類する組合への

出資（証券取引法第２条第２

項により有価証券とみなされ

るもの）については、組合契

約に規定される決算報告日に

応じて、入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分相当額

を純額で取り込む方法によっ

ております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

  同左  

 (2）たな卸資産 

商品、製品、検査試薬及び仕

掛品 

主として移動平均法による

原価法 

(2）たな卸資産 

商品、製品、検査試薬及び仕

掛品 

同左 

(2）たな卸資産 

商品、製品、検査試薬及び仕

掛品 

同左 

 貯蔵品 

最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法により償却しておりま

す。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 建物及び構築物15～65年 

 工具器具備品 ２～20年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

 (2）無形固定資産 

 定額法により償却しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 営業権    ５年 

 特許権    ８年 

 ソフトウェア ５年 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

   支出の効果の及ぶ期間で均等

償却しております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

(1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計上

しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

    数理計算上の差異は、発生年

度において一括で費用処理して

おります。 

(3）退職給付引当金 

同左 

  

  

  

  

 

  

 

 

  

  （追加情報） 

   当社は、確定拠出年金法の施

行に伴い、平成17年10月に退職

給付制度の一部について確定拠

出年金制度へ移行し、「退職給

付制度間の移行等に関する会計

処理」（企業会計基準適用指針

第１号）を適用しております。 

  本移行に伴う影響額は、特別

利益として190百万円計上してお

ります。 

(3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

   数理計算上の差異は、当連結

会計年度において一括で費用処

理しております。 

 (4）役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額のうち、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(5）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための基本となる

重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

 なお、たな卸資産に係る控除対

象外消費税等は、当期の費用とし

て処理しております。 

（追加情報） 

  連結子会社である㈱ファルコク

リニカルプランにおいて、従来、

たな卸資産に係る控除対象外消費

税等は、たな卸資産の取得原価に

含めて処理しておりましたが、前

連結会計年度の下半期において、

販売費及び一般管理費として計上

する方法に変更いたしました。 

 なお、前中間連結会計期間は従

来の方法によっておりますが、こ

の変更による影響額は軽微であり

ます。 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

 なお、たな卸資産に係る控除対

象外消費税等は、当期の費用とし

て処理しております。 

消費税等の会計処理 

  

同左 

６．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

  ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当中間連結会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損にか

かる会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第６号  平成15年10月31

日）を適用しております。これにより

税金等調整前中間純利益は、27百万円

減少しております。 

 セグメント情報に与える影響は、当

該箇所に記載しております。 

  なお、減損損失累計額につきまして

は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づき各資産の金額から直接控除して

おります。 

  ────── 



表示方法の変更 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間まで「検査売上高」、「検査売上

原価」としておりましたが、平成15年９月21日に㈱アシ

ーニを合併したことにより、また、平成16年３月30日に

チューリップ調剤㈱を買収したことにより、臨床検査事

業以外の重要性が増加したため、それぞれ「売上高」、

「売上原価」と表示することといたしました。 

  ────── 

   

  

  

  

  

  

（投資事業有限責任組合に対する出資） 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）により、証券取引法第２条第２項において、

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資を

有価証券とみなすこととされました。 

 これに伴い、中間連結貸借対照表におきましては、前

中間連結会計期間末は「出資金」として表示していたみ

なし有価証券（前中間連結会計期間末334百万円）を当

中間連結会計期間末より「投資有価証券」として表示し

ております。なお、当中間連結会計期間末の「投資有価

証券」に含まれるみなし有価証券の額は424百万円であ

ります。 

 中間連結損益計算書におきましては、前中間連結会計

期間は「出資金運用損」として表示していたみなし有価

証券に係る運用損を当中間連結会計期間より「投資有価

証券運用損」として表示しております。 

 また、中間連結キャッシュ・フロー計算書におきまし

ては、前中間連結会計期間は「出資金の取得による支

出」として表示していたみなし有価証券の取得による支

出を当中間連結会計期間より「投資有価証券の取得によ

る支出」として表示しております。なお、当中間連結会

計期間の「投資有価証券の取得による支出」に含まれる

みなし有価証券の取得による支出は60百万円でありま

す。 

  ──────  



追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

（外形標準課税） 

  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号）に基づき、法人事業

税の付加価値割及び資本割について

は、販売費及び一般管理費に計上し

ております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が20百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利益が

同額減少しております。 

────── （外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当連結会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に基づき、法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販

売費及び一般管理費に計上しており

ます。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が44百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益が

同額減少しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年３月20日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年３月20日現在） 

前連結会計年度 
（平成17年９月20日現在） 

 １．保証債務 

①連結会社以外のものの銀行借

入に対し、次のとおり保証を行

っております。 

 １．保証債務 

①連結会社以外のものの銀行借

入に対し、次のとおり保証を行

っております。 

 １．保証債務 

①連結会社以外のものの銀行借

入に対し、次のとおり保証を行

っております。 

②取引先のリース債務に対し、

次のとおり保証を行っておりま

す。 

従業員８名 4百万円 

計 4百万円 

医療法人社団景

星会 

26百万円 

計 26百万円 

②取引先のリース債務に対し、

次のとおり保証を行っておりま

す。 

従業員７名 4百万円

計 4百万円

医療法人社団景

星会 

15百万円

計 15百万円

②取引先のリース債務に対し、

次のとおり保証を行っておりま

す。 

従業員８名 4百万円

計 4百万円

医療法人社団景

星会 

20百万円

計 20百万円

 ２．当社は、資金調達の機動性確

保・安定化を図る目的で、取引

銀行５行とタームアウト型コミ

ットメントライン契約を締結し

ております。この契約に基づく

当中間連結会計期間末の借入未

実行残高は次のとおりでありま

す。 

 ２．当社は、資金調達の機動性確

保・安定化を図る目的で、取引

銀行４行とタームアウト型コミ

ットメントライン契約を締結し

ております。この契約に基づく

当中間連結会計期間末の借入未

実行残高は次のとおりでありま

す。 

 ２．当社は、資金調達の機動性確

保・安定化を図る目的で、取引

銀行５行とタームアウト型コミ

ットメントライン契約を締結し

ております。この契約に基づく

当連結会計年度末の借入未実行

残高は次のとおりであります。 

契約の総額 6,000百万円 

借入実行残高 － 

借入未実行残高 6,000百万円 

契約の総額 6,000百万円

借入実行残高 － 

借入未実行残高 6,000百万円

契約の総額 6,000百万円

借入実行残高 1,000 

借入未実行残高 5,000百万円

 （注）上記タームアウト型コミット

メントライン契約には、下記の

財務制限条項がついておりま

す。 

・年度決算期末における連結の

貸借対照表における資本の部の

金額が、直前の年度決算期末に

おける連結の貸借対照表におけ

る資本の部の金額の75％を下回

らないこと。 

・年度決算期末における連結の

損益計算書における経常損益の

額が、２期連続してマイナスに

ならないこと。 

（注）上記タームアウト型コミット

メントライン契約には、下記の

財務制限条項がついておりま

す。 

・年度決算期末における連結の

貸借対照表における資本の部の

金額が、直前の年度決算期末に

おける連結の貸借対照表におけ

る資本の部の金額の75％を下回

らないこと。 

・年度決算期末における連結の

損益計算書における経常損益の

額が、２期連続してマイナスに

ならないこと。 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

※１．    ────── ※１．固定資産売却損の内訳は次の

とおりであります。 

※１．    ────── 

  車両運搬具 0百万円

計 0百万円

  

※２．固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 

※２．固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 

※２．固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 10百万円 

車両運搬具 0百万円 

工具器具備品 6百万円 

計 16百万円 

建物及び構築物 1百万円

車両運搬具 0百万円

工具器具備品 3百万円

計 4百万円

建物及び構築物 14百万円

車両運搬具 0百万円

工具器具備品 15百万円

計 31百万円

※３．    ────── ※３．    ────── ※３．固定資産評価損は電話加入権

に係るものであります。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

※４．    ────── ※４．減損損失   

当中間連結会計期間において、

当社グループは以下の資産グルー

プについて減損損失を計上いたし

ました。  

 当社グループは、事業の種類別

セグメントを基礎とし、調剤薬局

事業については薬局店舗単位によ

って、資産のグルーピングを行っ

ております。ただし、遊休資産に

ついては、個別物件単位でグルー

ピングを行っております。 

 滋賀県高島市他の土地につきま

しては、福利厚生施設等の用地と

して取得しましたが、現在は遊休

状態であり、今後の使用予定がな

く、かつ地価が著しく下落してい

るため、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損

失（15百万円）として、特別損失

に計上いたしました。なお、当該

土地の回収可能価額は、正味売却

価額により測定しており、路線価

を基に評価しております。 

 薬局店舗につきましては、営業

活動から生ずる損益が継続してマ

イナスであるため、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（12百万円）とし

て、特別損失に計上いたしまし

た。その内訳は、建物及び構築物

９百万円、工具器具備品１百万円

及びリース資産１百万円でありま

す。なお、当資産グループの回収

可能価額は、正味売却価額により

測定しており、建物及び構築物、

工具器具備品につきましては取得

価額の５％とし、リース資産につ

きましては零として評価しており

ます。 

場所 用途 種類 その他

滋賀県

高島市

他 

遊休不動

産  
土地  － 

新潟県

妙高市

他 

薬局店舗

建物及び

構築物 

工具器具

備品 

リース資

産 

 － 

※４．    ────── 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

１．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

１．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

１．現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

（平成17年３月20日現在） （平成18年３月20日現在） （平成17年９月20日現在） 

 （百万円）

現金及び預金勘定 2,750

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△68

現金及び現金同等物 2,682

 （百万円）

現金及び預金勘定 3,780

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△48

現金及び現金同等物 3,731

 （百万円）

現金及び預金勘定 3,618

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△69

現金及び現金同等物 3,549

２．   ────── ２．   ────── ２．重要な非資金取引の内容 

   （百万円）

株式交換による資本

準備金増加額 
123

３．出資持分の取得により新たに連

結子会社となった会社の資産及

び負債の主な内訳 

   出資持分の取得により新たに

㈲飛騨臨床検査センターを連結

したことに伴う連結開始時の資

産及び負債の内訳並びに㈲飛騨

臨床検査センターの出資持分の

取得価額と㈲飛騨臨床検査セン

ターの出資持分取得のための支

出（純額）との関係は次のとお

りであります。 

３．株式の取得により新たに連結子

会社となった会社の資産及び負

債の主な内訳 

    株式の取得により新たに、

Hitzコスミック㈱を連結したこ

とに伴う連結開始時の資産及び

負債の内訳並びにHitzコスミッ

ク㈱の株式の取得価額とHitzコ

スミック㈱の株式取得のための

支出(純額)との関係は次のとお

りであります。 

３．株式及び出資持分の取得により

新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

  (1) 出資持分の取得により新たに

㈲飛騨臨床検査センターを連結

したことに伴う連結開始時の資

産及び負債の内訳並びに㈲飛騨

臨床検査センターの出資持分の

取得価額と㈲飛騨臨床検査セン

ターの出資持分取得のための支

出(純額)との関係は次のとおり

であります。 

 (百万円)

流動資産 79 

固定資産 22 

連結調整勘定 129 

流動負債 △40 

固定負債 △67 

出資持分の取得価額 123 

現金及び現金同等物 △47 

差引  

出資持分取得のため

の支出 
76 

 (百万円)

流動資産 534 

固定資産 21 

連結調整勘定 498 

流動負債 △320 

固定負債 △19 

株式の取得価額 714 

現金及び現金同等物 △185 

差引  

株式取得のための支

出 
529 

 (百万円)

流動資産 79 

固定資産 22 

連結調整勘定 129 

流動負債 △40 

固定負債 △67 

出資持分の取得価額 123 

現金及び現金同等物 △47 

差引  

出資持分取得のため

の支出 
76 

    

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

────── ──────   (2) 株式の取得により新たに㈱プロ

ットを連結したことに伴う連結開

始時の資産及び負債の内訳並びに

㈱プロット株式の取得価額と㈱プ

ロット株式取得のための支出(純

額)との関係は次のとおりであり

ます。 

  

  

 (百万円)

流動資産 482 

固定資産 167 

連結調整勘定 437 

流動負債 △385 

固定負債 △189 

株式の取得価額 513 

現金及び現金同等物 △121 

株式交換による株式

取得価額 
△123 

差引  

株式取得のための支

出 
268 

    (3) 株式の取得により新たに㈱ファ

ーマプロットを連結したことに伴

う連結開始時の資産及び負債の内

訳並びに㈱ファーマプロット株式

の取得価額と㈱ファーマプロット

株式取得のための支出(純額)との

関係は次のとおりであります。 

  

  

 (百万円)

流動資産 273 

固定資産 36 

連結調整勘定 109 

流動負債 △191 

固定負債 △38 

株式の取得価額 189 

現金及び現金同等物 △82 

差引  

株式取得のための支

出 
106 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

────── ──────   (4) 株式の取得により新たに㈱

MINORIを連結したことに伴う連結

開始時の資産及び負債の内訳並び

に㈱MINORI株式の取得価額と㈱

MINORI株式取得のための支出(純

額)との関係は次のとおりであり

ます。 

  

  

 (百万円)

流動資産 27 

固定資産 4 

連結調整勘定 2 

流動負債 △13 

固定負債 △2 

株式の取得価額 18 

現金及び現金同等物 △4 

差引  

株式取得のための支

出 
13 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

工具器 
具備品 

1,126 488 637 

その他 342 185 157 

合計 1,469 674 794 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

工具
器具
備品 

1,411 655 0 755 

その
他 

379 211 - 168 

合計 1,790 866 0 924 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

工具器 
具備品 

1,342 602 739 

その他 366 209 156 

合計 1,708 812 896 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 274百万円 

１年超 543百万円 

合計 817百万円 

１年内 307百万円

１年超 640百万円

合計 947百万円

リース資産減損勘

定の残高  
0百万円

１年内 304百万円

１年超 613百万円

合計 918百万円

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 151百万円 

減価償却費相当額 139百万円 

支払利息相当額 12百万円 

支払リース料 201百万円

リース資産減損勘

定の取崩額  
0百万円

減価償却費相当額 187百万円

支払利息相当額 14百万円

減損損失 0百万円

支払リース料 332百万円

減価償却費相当額 306百万円

支払利息相当額 26百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

────── 

  

２．オペレーティング・リース取引 

     未経過リース料 

────── 

  

  

  

１年内 0百万円

１年超 2百万円

合計 3百万円

  

  



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年３月20日現在） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）当中間連結会計期間における減損額はありません。 

なお、減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全

て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められ

た額について減損処理を行っております。  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成18年３月20日現在） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）当中間連結会計期間における減損額はありません。 

なお、減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全

て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められ

た額について減損処理を行っております。  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

① 株式 481 668 187 

② その他 308 317 9 

計 789 986 196 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

  その他有価証券  

非上場株式 130 

     非上場外国債券 100 

     投資事業有限責任組合に対する出資 424 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

① 株式 561 1,007 446 

② その他 232 247 14 

計 794 1,254 460 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

  その他有価証券  

非上場株式 130 

     非上場外国債券 100 

     投資事業有限責任組合に対する出資 454 



前連結会計年度末（平成17年９月20日現在） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）前連結会計年度における減損額はありません。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損

処理を行っております。 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

     当社グループは、前中間連結会計期間（自平成16年９月21日 至平成17年３月20日）、当中間連結会計期間（自

平成17年９月21日 至平成18年３月20日）及び前連結会計年度（自平成16年９月21日 至平成17年９月20日）のい

ずれにおいてもデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

① 株式 581 825 243 

② その他 198 225 27 

計 779 1,051 271 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

  その他有価証券  

非上場株式 130 

     非上場外国債券 100 

     投資事業有限責任組合に対する出資 431 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年９月21日 至平成17年３月20日） 

 （注）１．事業区分の方法 

      事業は役務又は商品等の内容及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は547百万円であり、その主なもの

は、親会社の本社総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

  

当中間連結会計期間（自平成17年９月21日 至平成18年３月20日） 

 （注）１．事業区分の方法 

      事業は役務又は商品等の内容及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は384百万円であり、その主なもの

は、親会社の本社総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

３．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間よ

り、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損にかかる会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６

号  平成15年10月31日）を適用しております。この変更による各セグメントの営業損益への影響は軽微であり

ます。 

 
臨床検査事業 
及び周辺事業 

調剤薬局事業     計 消去又は全社 連結 

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上 10,478 2,924 13,403 － 13,403 

(2) セグメント間の内部売上高 － － － － － 

   計 10,478 2,924 13,403 － 13,403 

営業費用 9,298 2,856 12,154 546 12,701 

 営業利益 1,180 68 1,249 (546) 702 

事業区分 主要役務又は商品 

臨床検査事業及び周辺事業 
 特殊臨床検査、一般臨床検査、食品衛生・環境検査、病院検査室の運営 

 電子カルテの販売 

 調剤薬局事業  調剤薬局の運営 

 
臨床検査事業 
及び周辺事業 

調剤薬局事業     計 消去又は全社 連結 

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上 10,964 4,612 15,577 － 15,577 

(2) セグメント間の内部売上高 － － － － － 

   計 10,964 4,612 15,577 － 15,577 

営業費用 10,189 4,478 14,668 381 15,050 

 営業利益 775 134 909 (381) 527 

事業区分 主要役務又は商品 

臨床検査事業及び周辺事業 
 特殊臨床検査、一般臨床検査、食品衛生・環境検査、病院検査室の運営 

 電子カルテの販売 

 調剤薬局事業  調剤薬局の運営 



前連結会計年度(自平成16年９月21日 至平成17年９月20日) 

 （注）１．事業区分の方法 

      事業は役務又は商品等の内容及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は825百万円であり、その主なもの

は、親会社の本社総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

      前中間連結会計期間（自平成16年９月21日 至平成17年３月20日）、当中間連結会計期間（自平成17年９月21

日 至平成18年３月20日）及び前連結会計年度（自平成16年９月21日 至平成17年９月20日）において、本邦以

外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 
臨床検査事業 
及び周辺事業 

調剤薬局事業     計 消去又は全社 連結 

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上 22,358 7,176 29,535 － 29,535 

(2) セグメント間の内部売上高 － － － － － 

   計 22,358 7,176 29,535 － 29,535 

営業費用 19,889 7,029 26,919 821 27,740 

 営業利益 2,468 147 2,616 (821) 1,794 

事業区分 主要役務又は商品 

臨床検査事業及び周辺事業 
 特殊臨床検査、一般臨床検査、食品衛生・環境検査、病院検査室の運営 

 電子カルテの販売 

 調剤薬局事業  調剤薬局の運営 



【海外売上高】 

      前中間連結会計期間（自平成16年９月21日 至平成17年３月20日）、当中間連結会計期間（自平成17年９月21

日 至平成18年３月20日）及び前連結会計年度（自平成16年９月21日 至平成17年９月20日）において、海外売

上高がないため該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

１株当たり純資産額 1,053.93円 

１株当たり中間純利益 29.94円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

存在していないため記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額 1,136.77円 

１株当たり中間純利益 29.84円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

存在していないため記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額 1,105.80円 

１株当たり当期純利益 85.70円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

存在していないため記載しておりませ

ん。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日)

前連結会計年度 
(自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 324 326 969 

普通株主に帰属しない金額（百万円) － － 38 

(うち利益処分による役員賞与金 

(百万円)) 
－ － (38)  

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
324 326 931 

期中平均株式数（株） 10,831,446 10,930,026 10,866,908 

     

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
   

中間（当期）純利益調整額（百万円) － － － 

普通株式増加数（株） － － － 

（うち転換社債） (－)    (－)  (－)  

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

  

－ 

  

－ 

  

－ 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

 当社は、調剤薬局事業を第二の基幹事業と

位置付け、Ｍ＆Ａを含む積極的な拡大戦略を

取っている中、ファーマプロットグループ３

社（「㈱プロット」「㈱ファーマプロット」

「㈱MINORI」）の株式を平成17年３月22日に

取得し、子会社といたしました。 

 さらに同日付で、㈱プロットが当社の完全

子会社となる株式交換契約を同社と締結いた

しました。 

 なお、本株式交換契約は商法第358条第１項

の簡易株式交換の要件を満たしているため、

当社における株主総会は省略しております。

㈱プロットにおきましては、同年４月７日付

の臨時株主総会において、同株式交換契約書

の承認を受けております。 

１．㈱プロットの株式取得 

 （1）異動する子会社の概要  

 ①商号 株式会社プロット 

 ②代表者 代表取締役社長 

砂川雅之 

    ③所在地 京都市左京区岩倉忠在

地町544番地 

    ④事業の内容 調剤薬局の経営 

    ⑤事業規模（平成16年６月期） 

 資本金   10百万円 

総資産  674百万円 

売上高 1,147百万円 

   ⑥発行済株式総数 200株  

 （2）取得先（株数） 個人２人（150株） 

  (3）取得株式数 150株（発行済株式総数

に対する割合75.0％） 

 （4）取得価額     360百万円 

 （5）取得前後の所有株式数 

   ①異動前の所有株

式数 

      －株 

    ②異動後の所有株

式数 

150株  

１．当社は、静岡県における臨床検査事業の

営業エリア拡大のため、㈱志太医研の株式

を平成18年３月22日に取得し、子会社とい

たしました。 

 その内容は次のとおりであります。 

 （1）異動する子会社の概要  

 ①商号 株式会社志太医研 

 ②代表者 代表取締役社長 

山之内種一 

    ③所在地 静岡県藤枝市高岡３丁

目８番11号 

    ④事業の内容 臨床検査の受託 

    ⑤事業規模（平成17年９月期） 

 資本金   10百万円 

総資産   82百万円 

売上高   224百万円 

   ⑥発行済株式総数  200株  

 （2）取得先（株数） 個人２人（200株） 

  (3）取得株式数 200株（発行済株式総数

に対する割合100％） 

 （4）取得価額     50百万円 

 （5）取得前後の所有株式数 

   ①異動前の所有株

式数 

      －株 

    ②異動後の所有株

式数 

200株  

 当社は、平成17年10月１日付で、適格退職

年金制度を廃止し、退職給付制度の一部を確

定拠出年金制度へ移行いたしました。 

 これにより、当社は「退職給付制度間の移

行等に関する会計処理」（企業会計基準適用

指針第１号）を適用し、確定拠出年金制度等

への移行部分について退職給付制度の一部終

了の処理を行います。 

 本制度変更による業績への影響は、翌連結

会計年度において、特別利益に約190百万円

を計上する見込みであります。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

２．㈱ファーマプロットの株式取得 

（1）異動する子会社の概要  

３．㈱MINORIの株式取得 

 （1）異動する子会社の概要  

 ①商号 株式会社ファーマプロ

ット 

 ②代表者 代表取締役社長 

砂川雅之 

    ③所在地 京都市左京区岩倉忠在

地町544番地 

    ④事業の内容 調剤薬局の経営 

    ⑤事業規模（平成16年８月期） 

 資本金   10百万円 

総資産  255百万円 

売上高  708百万円 

   ⑥発行済株式総数      200株 

 （2）取得先（株数） 個人２人（200株） 

  (3）取得株式数 200株（発行済株式総

数に対する割合

100％） 

 （4）取得価額    176百万円 

 （5）取得前後の所有株式数 

   ①異動前の所有株

式数 

      －株 

    ②異動後の所有株

式数 

200株  

 ①商号 株式会社MINORI 

 ②代表者 代表取締役社長 

砂川雅之 

    ③所在地 京都市左京区岩倉忠在

地町544番地 

    ④事業の内容 調剤薬局の経営 

    ⑤事業規模（平成16年９月期） 

 資本金   15百万円 

総資産  38百万円 

売上高  108百万円 

   ⑥発行済株式総数      300株 

 （2）取得先（株数） 個人１人（300株） 

  (3）取得株式数 300株（発行済株式総

数に対する割合

100％） 

 （4）取得価額     17百万円 

 （5）取得前後の所有株式数 

   ①異動前の所有株

式数 

      －株 

    ②異動後の所有株

式数 

300株  

２．当社は、愛媛県における臨床検査事業の

営業エリア拡大のため、㈱東予中検の株式

を平成18年３月22日に取得し、子会社とい

たしました。 

 その内容は次のとおりであります。 

（1）異動する子会社の概要  

 ①商号 株式会社東予中検 

 ②代表者 代表取締役社長 

佐伯正紀 

    ③所在地 愛媛県新居浜市東田二

丁目甲1825番1 

    ④事業の内容 臨床検査の受託 

    ⑤事業規模（平成17年７月期） 

 資本金   10百万円 

総資産  284百万円 

売上高  230百万円 

   ⑥発行済株式総数     20,000株 

 （2）取得先（株数） 個人１人（14,000株） 

  (3）取得株式数 14,000株(発行済株式

総数に対する割合

70.0％) 

 （4）取得価額      7百万円 

 （5）取得前後の所有株式数 

   ①異動前の所有株

式数 

      －株 

    ②異動後の所有株

式数 

14,000株  

──────  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

４．㈱プロットとの株式交換 

 (1）株式交換契約の概要 

   ①株式交換の内容 

    当社は、㈱プロットと商法第352条乃至

第363条に定める方法により株式交換を実

施いたしました。 

   ②株式交換の日 

   平成17年５月12日 

  ③株式交換に際して発行する株式及び割当 

     当社は、㈱プロットとの株式交換に際し

て、普通株式100,000株を発行し、株式交

換日の前日最終の㈱プロットの株主名簿に

記載された株主のうち当社を除く株主に対

して、その所有する㈱プロットの普通株式

１株につき当社の普通株式2,000株の割合

をもって割当交付いたしました。 

   ④増加すべき資本金及び資本準備金の額 

   株式交換による当社の資本金の増加はあ

りません。 

 増加すべき資本準備金の額は、株式交換

日に㈱プロットに現存する純資産額に、同

社の発行済株式の総数に対する株式交換に

より当社に移転する株式の数の割合を乗じ

た額であります。 

 (2) ㈱プロットの概要 

    上記「１.㈱プロットの株式取得」の

「（1）異動する子会社の概要」に記載の

とおりであります。 

  

３．当社は、平成18年３月７日開催の取締役

会決議に基づいて、平成18年３月23日に第

三者割当による第１回無担保転換社債型新

株予約権付社債を発行いたしました。 

 （1）発行した社債の種類等 

 （2）新株予約権の内容 

    ①発行した社債の種類 

      無担保転換社債型新株予約権付社債 

    ②発行した社債の数 

      30枚（各社債券の金額 50百万円)       

    ③発行価額 額面金額の100％ 

    ④発行総額 1,500百万円 

    ⑤利率 利息は付さない。 

    ⑥償還方法 額面金額の100％で償還 

する。 

    ⑦償還期限 平成20年３月21日 

 ①発行価額 無償とする。 

    ②新株予約権の行使に際して払い込むべき

金額 

     ⅰ）社債の発行価額と同額とする。  

     ⅱ）新株予約権の行使に際して払込をな

すべき１株当たりの金額（以下、「転

換価額」という。）は、当初1,368円と

する。 

     ⅲ) 転換価額は、本新株予約権付社債の

発行後、当社が当社普通株式の時価を

下回る発行価額または処分価額をもっ

て当社普通株式を発行しまたは処分す

る場合には、次に定める算式をもって

調整する。なお、次式において、「既

発行株式数」は、発行済当社普通株式

数から、当社の有する当社普通株式数

を控除した数とする。 

                                  新発行  1株当たり 

                                  ・処分×の発行・ 

                                  株式数  処分価額 

                         既発行  ───────── 

     調整後    調整前    株式数＋      時価 

     転換価額＝転換価額×───────────── 

                           既発行    新発行・処分 

                           株式数 ＋ 株式数 

         また、転換価額は当社普通株式の分

割もしくは併合または時価を下回る価

額をもって当社普通株式に転換される

証券もしくは転換できる証券または当

社普通株式の交付を請求できる新株予

約権もしくは新株予約権社債を発行す

る場合等にも適宜調整する。 

    ③行使請求期間 平成18年３月24日から 

平成20年３月19日まで 

──────  

 



(2）【その他】 

    該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

──────  

 （3）発行日        平成18年３月23日 

 （4）担保の内容    担保または保証は付さな

い。 

 （5）資金の使途    全額設備投資資金に充当

する。 

  

    ④行使の条件 

     当社が本新株予約権付社債を繰上償還

する場合または当社債につき期限の利益

を喪失した場合には、それぞれ償還日ま

たは期限の利益の喪失日以後本新株予約

権を行使することはできない。当社が本

新株予約権付社債の社債権者の請求によ

り本社債を繰上償還する場合には、償還

金支払場所に提出された時以降、本新株

予約権を行使することはできない。ま

た、各本新株予約権の一部行使はできな

いものとする。 

────── 

    なお、平成18年３月21日から平成18年５

月31日までの間に、上記無担保転換社債型

新株予約権付社債のうち500百万円について

権利行使されております。 

 （1）転換社債型新株予約権付社債の減少額   

                                500百万円 

 （2）資本金増加額 250百万円 

 （3）資本準備金増加額 249百万円 

 （4）増加した株式の種類及び数 普通株式 

381,180株 

 （5）新株の配当起算日    平成18年３月21日 

  

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

(平成17年３月20日現在) 
当中間会計期間末 

(平成18年３月20日現在) 
前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年９月20日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  1,515   2,165   2,003   

２．受取手形  108   73   91   

３．売掛金  4,111   4,156   4,456   

４．たな卸資産  281   312   270   

５．繰延税金資産  188   206   213   

６．その他  626   413   424   

貸倒引当金  △70   △104   △63   

流動資産合計   6,761 28.2  7,223 28.8  7,395 29.4 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１          

１．建物  3,045   2,976   3,012   

２．工具器具備品  1,305   1,137   1,177   

３．土地  3,602   3,600   3,602   

４．その他  53   220   112   

有形固定資産合計   8,007 33.4  7,935 31.7  7,904 31.4 

(2）無形固定資産   640 2.7  619 2.5  589 2.3 

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券  1,641   1,939   1,713   

２．関係会社株式  5,676   6,110   6,298   

３．関係会社出資金  123   146   123   

４．繰延税金資産  399   212   380   

５．その他  840   994   877   

貸倒引当金  △133   △127   △121   

投資その他の資産
合計   8,547 35.7  9,276 37.0  9,271 36.9 

固定資産合計   17,195 71.8  17,830 71.2  17,765 70.6 

資産合計   23,957 100.0  25,053 100.0  25,161 100.0 

            
 



  
前中間会計期間末 

(平成17年３月20日現在) 
当中間会計期間末 

(平成18年３月20日現在) 
前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年９月20日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金  790   983   850   

２．短期借入金  2,700   3,710   3,460   

３．１年以内返済予定
長期借入金  1,342   1,477   1,555   

４．未払金  1,044   1,294   1,215   

５．未払法人税等  243   158   341   

６．未払消費税等  91   49   71   

７．賞与引当金  278   297   309   

８．その他  273   302   277   

流動負債合計   6,764 28.3  8,272 33.0  8,080 32.1 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金  2,410   2,175   1,751   

２．退職給付引当金  753   626   792   

３．役員退職慰労引当
金  288   259   308   

４．その他  5   5   5   

固定負債合計   3,457 14.4  3,066 12.3  2,857 11.4 

負債合計   10,221 42.7  11,339 45.3  10,938 43.5 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   2,620 11.0  2,620 10.5  2,620 10.4 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  2,435   2,459   2,459   

２．その他資本剰余金  58   58   58   

資本剰余金合計   2,494 10.4  2,518 10.0  2,518 10.0 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  103   103   103   

２．任意積立金  7,500   7,600   7,500   

３．中間（当期）未処
分利益  901   582   1,315   

利益剰余金合計   8,505 35.5  8,285 33.0  8,919 35.4 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   151 0.6  326 1.3  201 0.8 

Ⅴ 自己株式   △36 △0.2  △37 △0.1  △36 △0.1

資本合計   13,735 57.3  13,713 54.7  14,223 56.5

負債及び資本合計   23,957 100.0  25,053 100.0  25,161 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   9,156 100.0  9,754 100.0  19,453 100.0 

Ⅱ 売上原価   5,178 56.6  5,484 56.2  10,886 56.0 

売上総利益   3,977 43.4  4,269 43.8  8,566 44.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   3,449 37.6  4,002 41.1  7,182 36.9 

営業利益   527 5.8  267 2.7  1,384 7.1 

Ⅳ 営業外収益 ※１  101 1.1  133 1.4  200 1.0 

Ⅴ 営業外費用 ※２  91 1.0  49 0.5  161 0.8 

経常利益   537 5.9  351 3.6  1,423 7.3 

Ⅵ 特別利益 ※３  5 0.0  229 2.4  13 0.1 

Ⅶ 特別損失 
※４ 
※６  18 0.2  5 0.1  30 0.2 

税引前中間(当期)
純利益   524 5.7  575 5.9  1,406 7.2 

法人税、住民税及
び事業税  219   92   618   

過年度法人税等   －   53   －   

法人税等調整額  25 245 2.6 114 260 2.7 △14 604 3.1 

中間(当期)純利益   279 3.1  314 3.2  801 4.1 

前期繰越利益   622   1,071   622  

中間配当額   －   －   108  

合併による子会社
株式消却額   －   803   －  

中間(当期)未処分
利益   901   582   1,315  

            



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

１．資産の評価基準及び評価 (1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

   方法 子会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式 

同左 

子会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定し

ております。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法 

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定し

ております。） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

     なお、投資事業有限責任組

合及びそれに類する組合への

出資（証券取引法第２条第２

項により有価証券とみなされ

るもの）については、組合契

約に規定される決算報告日に

応じて、入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分相当額

を純額で取り込む方法によっ

ております。 

時価のないもの 

同左 

  

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

商品、製品、検査試薬及び仕

掛品 

移動平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

商品、製品、検査試薬及び仕

掛品 

同左 

(2）たな卸資産 

商品、製品、検査試薬及び仕

掛品 

同左 

 貯蔵品 

最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法により償却しておりま

す。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 建物     15～65年 

 工具器具備品 ２～20年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法により償却しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 営業権    ５年 

 特許権    ８年 

 ソフトウェア ５年 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

 支出の効果の及ぶ期間で均等

償却しております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計上

しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、発生年

度において一括で費用処理して

おります。 

(3）退職給付引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  （追加情報） 

  当社は、確定拠出年金法の施行

に伴い、平成17年10月に退職給付

制度の一部について確定拠出年金

制度へ移行し、「退職給付制度間

の移行等に関する会計処理」（企

業会計基準適用指針第１号）を適

用しております。 

  本移行に伴う影響額は、特別利

益として190百万円計上しており

ます。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、当事業

年度において一括で費用処理し

ております。 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額のうち、当中間会計期間

末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

  ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損にかか

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号  平成15年10月31

日）を適用しております。これにより

税引前中間純利益は、２百万円減少し

ております。 

  なお、減損損失累計額につきまして

は、改正後の中間財務諸表等規則に基

づき各資産の金額から直接控除してお

ります。 

  ────── 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）により、証券取引法第２条第２項において、

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資を

有価証券とみなすこととされました。 

 これに伴い、中間貸借対照表におきましては、前中間

会計期間末は投資その他の資産「その他」に含まれてい

たみなし有価証券（前中間会計期間末334百万円）を当中

間会計期間末より「投資有価証券」として表示しており

ます。なお、当中間会計期間末の「投資有価証券」に含

まれるみなし有価証券の額は424百万円であります。 

  ────── 

前中間会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

（外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に基づき、法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販

売費及び一般管理費に計上しており

ます。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が18百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益が同額減

少しております。 

────── （外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税が導入されたことに

伴い、当事業年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（平成16年２月13日 企業会

計基準委員会 実務対応報告第12

号）に基づき、法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が39百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益が同額減

少しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年３月20日現在） 

当中間会計期間末 
（平成18年３月20日現在） 

前事業年度末 
（平成17年９月20日現在） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

     6,341百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

        6,831百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

6,582百万円 

 ２．保証債務 

   次のとおり、保証を行っております。 

 ２．保証債務 

   次のとおり、保証を行っております。 

 ２．保証債務 

   次のとおり、保証を行っております。 

（関係会社） （関係会社） （関係会社） 

㈱ファルコバイオシステムズ九州 ㈱ファルコバイオシステムズ九州 ㈱ファルコバイオシステムズ九州 

銀行借入金 81百万円 銀行借入金 250百万円 銀行借入金 18百万円

㈱ファルコバイオシステムズ兵庫 ㈱ファルコバイオシステムズ兵庫 ㈱ファルコバイオシステムズ兵庫 

銀行借入金 230百万円 銀行借入金 150百万円 銀行借入金 150百万円

㈱ファルコクリニカルプラン ㈱ファルコクリニカルプラン ㈱ファルコクリニカルプラン 

銀行借入金 561百万円 銀行借入金 488百万円 銀行借入金 520百万円

㈱ファルコバイオシステムズ東京 ㈱ファルコバイオシステムズ西日本 ㈱フレスコメディカル  

銀行借入金 70百万円 銀行借入金 20百万円 仕入債務 29百万円

㈱ファルコバイオシステムズ西日本 ㈱フレスコメディカル ㈱ファルコライフサイエンス  

銀行借入金 20百万円 仕入債務 24百万円 銀行借入金 141百万円

㈱フレスコメディカル ㈱ファルコライフサイエンス  ㈱プロット 

仕入債務 22百万円 銀行借入金 125百万円 銀行借入金 100百万円

㈱ファルコライフサイエンス  ㈱プロット ㈱ファーマプロット 

銀行借入金 158百万円 

小計 1,144百万円 

銀行借入金 83百万円 銀行借入金 70百万円

  ㈱ファーマプロット ㈱MINORI 

 銀行借入金 61百万円 銀行借入金 10百万円

小計 1,039百万円

  ㈱MINORI   

 銀行借入金 10百万円

 小計 1,212百万円

 

（その他） （その他） （その他） 

従業員８名 医療法人社団 景星会 従業員８名  

銀行借入金 4百万円 

小計 4百万円 

合計 1,149百万円 

従業員７名 

  

リース債務 15百万円

銀行借入金 4百万円

小計 19百万円

合計 1,232百万円

銀行借入金 4百万円

小計 4百万円

合計 1,043百万円

 



前中間会計期間末 
（平成17年３月20日現在） 

当中間会計期間末 
（平成18年３月20日現在） 

前事業年度末 
（平成17年９月20日現在） 

 ３．当社は、資金調達の機動性確保・安定

化を図る目的で、取引銀行５行とターム

アウト型コミットメントライン契約を締

結しております。この契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

 ３．当社は、資金調達の機動性確保・安定

化を図る目的で、取引銀行４行とターム

アウト型コミットメントライン契約を締

結しております。この契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

 ３．当社は、資金調達の機動性確保・安定

化を図る目的で、取引銀行５行とターム

アウト型コミットメントライン契約を締

結しております。この契約に基づく当事

業年度末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

契約の総額 6,000百万円 

借入実行残高 － 

借入未実行残高 6,000百万円 

契約の総額 6,000百万円

借入実行残高 － 

借入未実行残高 6,000百万円

契約の総額 6,000百万円

借入実行残高 1,000 

借入未実行残高 5,000百万円

 （注）上記タームアウト型コミットメントラ

イン契約には、下記の財務制限条項がつ

いております。 

・年度決算期末における単体の貸借対照

表における資本の部の金額が、直前の年

度決算期末における単体の貸借対照表に

おける資本の部の金額の75％を下回らな

いこと。 

・年度決算期末における単体の損益計算

書における経常損益の額が、２期連続し

てマイナスにならないこと。 

（注）上記タームアウト型コミットメントラ

イン契約には、下記の財務制限条項がつ

いております。 

・年度決算期末における単体の貸借対照

表における資本の部の金額が、直前の年

度決算期末における単体の貸借対照表に

おける資本の部の金額の75％を下回らな

いこと。 

・年度決算期末における単体の損益計算

書における経常損益の額が、２期連続し

てマイナスにならないこと。 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 1百万円 

事務代行手数料 6百万円 

受取配当金 14百万円 

投資有価証券売却益 34百万円 

投資有価証券運用益 6百万円 

受取利息 3百万円

事務代行手数料 4百万円

受取配当金 21百万円

投資有価証券売却益 63百万円

投資有価証券運用益 6百万円

受取利息 3百万円

事務代行手数料 11百万円

受取配当金 25百万円

投資有価証券売却益 70百万円

投資有価証券運用益 13百万円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 26百万円 

支払手数料 12百万円 

投資有価証券運用損 10百万円 

上場関連費用 34百万円 

支払利息 26百万円

支払手数料 8百万円

投資有価証券運用損 1百万円

支払利息 56百万円

支払手数料 14百万円

投資有価証券運用損 3百万円

上場関連費用 71百万円

※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券売却益 2百万円 投資有価証券売却益 9百万円

受取保険金 28百万円

退職給付引当金戻入益 190百万円

貸倒引当金戻入益 11百万円

投資有価証券売却益 2百万円

※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの 

貸倒引当金繰入額 1百万円 

固定資産除却損 16百万円 

固定資産除却損 2百万円

減損損失 2百万円

貸倒引当金繰入額 1百万円

固定資産除却損 28百万円

 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 

有形固定資産 316百万円 

無形固定資産 143百万円 

有形固定資産 282百万円

無形固定資産 118百万円

有形固定資産 651百万円

無形固定資産 278百万円

  ※６．減損損失 

  当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計上

いたしました。  

  当社は、主に事業の区分を基礎に、

資産のグルーピングを行っておりま

す。ただし、遊休資産については、個

別物件単位でグルーピングを行ってお

ります。 

        滋賀県高島市の土地につきまして

は、福利厚生施設等の用地として取得

しましたが、現在は遊休状態であり、

今後の使用予定がなく、かつ、地価が

著しく下落しているため、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（2百万円）として、特別損

失に計上いたしました。なお、当該土

地の回収可能価額は、正味売却価額に

より測定しており、路線価を基に評価

しております。 

場所 用途 種類 その他 

滋賀県

高島市 

遊休不

動産  
 土地  － 

 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円) 

工具器具
備品 

856 320 536 

無形 
固定資産 

238 118 120 

合計 1,095 438 656 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

工具器具
備品 

1,023 462 560 

無形 
固定資産 

245 146 98 

合計 1,269 609 659 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

工具器具
備品 

912 383 529 

無形 
固定資産

261 145 116 

合計 1,174 528 645 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 211百万円 

１年超 459百万円 

合計 671百万円 

１年内 226百万円

１年超 448百万円

合計 674百万円

１年内 222百万円

１年超 437百万円

合計 660百万円

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 112百万円 

減価償却費相当額 104百万円 

支払利息相当額 9百万円 

支払リース料 137百万円

減価償却費相当額 128百万円

支払利息相当額 9百万円

支払リース料 239百万円

減価償却費相当額 222百万円

支払利息相当額 19百万円

４．減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

４．減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

４．減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

① 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

① 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

① 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

② 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

② 利息相当額の算定方法 

同左 

② 利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

（減損損失について）  

 リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

  

  



（有価証券関係） 

    前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

（１株当たり情報） 

    中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

 当社は、調剤薬局事業を第二の基幹事業と

位置付け、Ｍ＆Ａを含む積極的な拡大戦略を

取っている中、ファーマプロットグループ３

社（「㈱プロット」「㈱ファーマプロット」

「㈱MINORI」）の株式を平成17年３月22日に

取得し、子会社といたしました。 

 さらに同日付で、㈱プロットが当社の完全

子会社となる株式交換契約を同社と締結いた

しました。 

 なお、本株式交換契約は商法第358条第１項

の簡易株式交換の要件を満たしているため、

当社における株主総会は省略しております。

㈱プロットにおきましては、同年４月７日付

の臨時株主総会において、同株式交換契約書

の承認を受けております。 

１．㈱プロットの株式取得 

 （1）異動する子会社の概要  

 ①商号 株式会社プロット 

 ②代表者 代表取締役社長 

砂川雅之 

    ③所在地 京都市左京区岩倉忠在

地町544番地 

    ④事業の内容 調剤薬局の経営 

    ⑤事業規模（平成16年６月期） 

 資本金   10百万円 

総資産  674百万円 

売上高 1,147百万円 

   ⑥発行済株式総数   200株  

 （2）取得先（株数） 個人２人（150株） 

  (3）取得株式数 150株（発行済株式総

数に対する割合

75.0％） 

 （4）取得価額     360百万円 

 （5）取得前後の所有株式数 

   ①異動前の所有株

式数 

      －株 

    ②異動後の所有株

式数 

150株  

１．当社は、静岡県における臨床検査事業の

営業エリア拡大のため、㈱志太医研の株式

を平成18年３月22日に取得し、子会社とい

たしました。 

 その内容は次のとおりであります。 

 （1）異動する子会社の概要  

  

  

  

 ①商号 株式会社志太医研 

 ②代表者 代表取締役社長 

山之内種一 

    ③所在地 静岡県藤枝市高岡３丁

目８番11号 

    ④事業の内容 臨床検査の受託 

    ⑤事業規模（平成17年９月期） 

 資本金   10百万円 

総資産   82百万円 

売上高   224百万円 

   ⑥発行済株式総数    200株  

 （2）取得先（株数） 個人２人（200株） 

  (3）取得株式数 200株（発行済株式総

数に対する割合

100％） 

 （4）取得価額      50百万円 

 （5）取得前後の所有株式数 

    ①異動前の所有株

式数 

      －株 

    ②異動後の所有株

式数 

200株  

１. 当社は、平成17年９月21日付で当社の

100％出資子会社である㈱ファルコバイオ

システムズ東京（本店：東京都世田谷区）

を吸収合併いたしました。 

 合併の概要は次のとおりであります。   

  (1) 合併の目的 

 臨床検査事業の首都圏における営業力

の強化並びに 経営の効率化を図るた

め。 

  (2) 合併期日 

      平成17年９月21日 

  (3) 合併の方式 

  当社を存続会社とする吸収合併（簡易

合併）方式で、㈱ファルコバイオシステ

ムズ東京は解散いたしました。 

 (4) 合併比率 

  存続会社である当社は、㈱ファルコバ

イオシステムズ東京の発行済株式の100％

を保有しておりますので、合併による新

株式の発行及び資本金の増加は行ってお

りません。 

  (5) 合併交付金 

 合併交付金の支払いは行っておりませ

ん。 

  (6) 財産の引継 

  合併期日において、㈱ファルコバイオ

システムズ東京の資産・負債及び権利義

務の一切を引継ぎました。 

  なお、㈱ファルコバイオシステムズ東

京の平成17年９月20日現在の財産状態は

次のとおりであります。 

  資産合計     676百万円 

   負債合計     464百万円 

  資本合計     212百万円 

  

 



前中間会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

２．㈱ファーマプロットの株式取得 

（1）異動する子会社の概要  

３．㈱MINORIの株式取得 

 （1）異動する子会社の概要  

 ①商号 株式会社ファーマプロ

ット 

 ②代表者 代表取締役社長 

砂川雅之 

    ③所在地 京都市左京区岩倉忠在

地町544番地 

    ④事業の内容 調剤薬局の経営 

    ⑤事業規模（平成16年８月期） 

 資本金   10百万円 

総資産  255百万円 

売上高  708百万円 

   ⑥発行済株式総数      200株 

 （2）取得先（株数） 個人２人（200株） 

  (3）取得株式数 200株（発行済株式総数

に対する割合100％） 

 （4）取得価額    176百万円 

 （5）取得前後の所有株式数 

   ①異動前の所有株

式数 

      －株 

    ②異動後の所有株

式数 

200株  

 ①商号 株式会社MINORI 

 ②代表者 代表取締役社長 

砂川雅之 

    ③所在地 京都市左京区岩倉忠在

地町544番地 

    ④事業の内容 調剤薬局の経営 

    ⑤事業規模（平成16年９月期） 

 資本金   15百万円 

総資産  38百万円 

売上高  108百万円 

   ⑥発行済株式総数      300株 

 （2）取得先（株数） 個人１人（300株） 

  (3）取得株式数 300株（発行済株式総数

に対する割合100％） 

 （4）取得価額     17百万円 

 （5）取得前後の所有株式数 

   ①異動前の所有株

式数 

      －株 

    ②異動後の所有株

式数 

300株  

２．当社は、愛媛県における臨床検査事業の

営業エリア拡大のため、㈱東予中検の株式

を平成18年３月22日に取得し、子会社とい

たしました。 

 その内容は次のとおりであります。 

（1）異動する子会社の概要  

 ①商号 株式会社東予中検 

 ②代表者 代表取締役社長 

佐伯正紀 

    ③所在地 愛媛県新居浜市東田二

丁目甲1825番1 

    ④事業の内容 臨床検査の受託 

    ⑤事業規模（平成17年７月期） 

 資本金   10百万円 

総資産  284百万円 

売上高  230百万円 

   ⑥発行済株式総数     20,000株 

 （2）取得先（株数） 個人１人（14,000株） 

  (3）取得株式数 14,000株(発行済株式総

数に対する割合70.0％)

 （4）取得価額      7百万円 

 （5）取得前後の所有株式数 

   ①異動前の所有株

式数 

      －株 

    ②異動後の所有株

式数 

14,000株  

 ２. 当社は、平成17年10月１日付で、適格退

職年金制度を廃止し、退職給付制度の一部

を確定拠出年金制度へ移行いたしました。 

 これにより、当社は「退職給付制度間の

移行等に関する会計処理」（企業会計基準

適用指針第１号）を適用し、確定拠出年金

制度等への移行部分について退職給付制度

の一部終了の処理を行います。 

 本制度変更による業績への影響は、翌事

業年度において、特別利益に約190百万円を

計上する見込みであります。 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

４．㈱プロットとの株式交換 

 (1）株式交換契約の概要 

   ①株式交換の内容 

   当社は、㈱プロットと商法第352条乃至

第363条に定める方法により株式交換を実

施いたしました。 

   ②株式交換の日 

    平成17年５月12日 

   ③株式交換に際して発行する株式及び割当 

   当社は、㈱プロットとの株式交換に際し

て、普通株式100,000株を発行し、株式交

換日の前日最終の㈱プロットの株主名簿に

記載された株主のうち当社を除く株主に対

して、その所有する㈱プロットの普通株式

１株につき当社の普通株式2,000株の割合

をもって割当交付いたしました。 

   ④増加すべき資本金及び資本準備金の額 

   株式交換による当社の資本金の増加はあ

りません。 

 増加すべき資本準備金の額は、株式交換

日に㈱プロットに現存する純資産額に、同

社の発行済株式の総数に対する株式交換に

より当社に移転する株式の数の割合を乗じ

た額であります。 

  (2）㈱プロットの概要 

   上記「１.㈱プロットの株式取得」の

「（1）異動する子会社の概要」に記載の

とおりであります。 

  

３．当社は、平成18年３月７日開催の取締役

会決議に基づいて、平成18年３月23日に第

三者割当による第１回無担保転換社債型新

株予約権付社債を発行いたしました。 

 （1）発行した社債の種類等 

 （2）新株予約権の内容 

    ①発行した社債の種類 

      無担保転換社債型新株予約権付社債 

    ②発行した社債の数 

      30枚（各社債券の金額 50百万円）    

    ③発行価額 額面金額の100％ 

    ④発行総額 1,500百万円 

    ⑤利率 利息は付さない。 

    ⑥償還方法 額面金額の100％で償還 

する。 

    ⑦償還期限 平成20年３月21日 

 ①発行価額 無償とする。 

    ②新株予約権の行使に際して払い込むべき

金額 

     ⅰ）社債の発行価額と同額とする。  

     ⅱ）新株予約権の行使に際して払込をな

すべき１株当たりの金額（以下、「転

換価額」という。）は、当初1,368円と

する。 

     ⅲ) 転換価額は、本新株予約権付社債の

発行後、当社が当社普通株式の時価を

下回る発行価額または処分価額をもっ

て当社普通株式を発行しまたは処分す

る場合には、次に定める算式をもって

調整する。なお、次式において、「既

発行株式数」は、発行済当社普通株式

数から、当社の有する当社普通株式数

を控除した数とする。 

                                  新発行  1株当たり 

                                  ・処分×の発行・ 

                                  株式数  処分価額 

                         既発行  ───────── 

     調整後    調整前    株式数＋      時価 

     転換価額＝転換価額×───────────── 

                           既発行    新発行・処分 

                           株式数 ＋ 株式数 

         また、転換価額は当社普通株式の分

割もしくは併合または時価を下回る価

額をもって当社普通株式に転換される

証券もしくは転換できる証券または当

社普通株式の交付を請求できる新株予

約権もしくは新株予約権社債を発行す

る場合等にも適宜調整する。 

    ③行使請求期間 平成18年３月24日から 

平成20年３月19日まで 

──────  

 



前中間会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

────── 

 （3）発行日        平成18年３月23日 

 （4）担保の内容    担保または保証は付さな

い。 

 （5）資金の使途    全額設備投資資金に充当

する。 

  

    ④行使の条件 

      当社が本新株予約権付社債を繰上償還

する場合または当社債につき期限の利益

を喪失した場合には、それぞれ償還日ま

たは期限の利益の喪失日以後本新株予約

権を行使することはできない。当社が本

新株予約権付社債の社債権者の請求によ

り本社債を繰上償還する場合には、償還

金支払場所に提出された時以降、本新株

予約権を行使することはできない。ま

た、各本新株予約権の一部行使はできな

いものとする。 

 ────── 

    なお、平成18年３月21日から平成18年５月

31日までの間に、上記無担保転換社債型新株

予約権付社債のうち500百万円について権利

行使されております。 

 （1）転換社債型新株予約権付社債の減少額   

                                500百万円 

 （2）資本金増加額 250百万円 

 （3）資本準備金増加額 249百万円 

 （4）増加した株式の種類及び数 普通株式 

381,180株 

 （5）新株の配当起算日    平成18年３月21日 

  

４．当社は、平成18年４月17日開催の取締役

会において、当社の連結子会社である㈱フ

ァルコバイオシステムズ山陰（本店：鳥取

県米子市）の資本充実を目的とし、平成18

年６月15日を払込期日とした第三者割当増

資270百万円を引き受けること、並びに同

社において増資完了後、欠損填補を目的と

した無償減資221百万円及び資本準備金の

取崩130百万円を実施することを決議いた

しました。   

  



(2）【その他】 

 （中間配当） 

   平成18年５月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

   （1）中間配当による配当金の総額             109百万円 

   （2）１株当たりの金額                   10円00銭 

   （3）支払請求権の効力発生日及び支払開始日     平成18年６月９日 

  （注）平成18年３月20日の最終の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。     



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第18期）（自 平成16年９月21日 至 平成17年９月20日） 

 平成17年12月16日近畿財務局長に提出 

  有価証券届出書及びその添付書類  

    平成18年３月７日近畿財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年６月１３日

株式会社ファルコバイオシステムズ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ファル

コバイオシステムズの平成１６年９月２１日から平成１７年９月２０日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年９月２

１日から平成１７年３月２０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ファルコバイオシステムズ及び連結子会社の平成１７年３月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成１６年９月２１日から平成１７年３月２０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 １．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年３月２２日に株式会社プロットの株式を取得し、子会社とした。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年３月２２日に株式会社ファーマプロットの株式を取得し、子会社

とした。 

 ３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年３月２２日に株式会社ＭＩＮＯＲＩの株式を取得し、子会社とし

た。 

 ４．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年５月１２日に株式会社プロットと株式交換を行い、同社を完全子

会社とした。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 水 野 訓 康 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 味 谷 祐 司 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 井 晶 治 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年６月９日

株式会社ファルコバイオシステムズ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ファル

コバイオシステムズの平成１７年９月２１日から平成１８年９月２０日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年９月２

１日から平成１８年３月２０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ファルコバイオシステムズ及び連結子会社の平成１８年３月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成１７年９月２１日から平成１８年３月２０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 １．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当中間連結会計期間より、固

定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年３月２２日に株式会社志太医研の株式を取得し、子会社とした。 

 ３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年３月２２日に株式会社東予中検の株式を取得し、子会社とした。 

 ４．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年３月２３日に第三者割当による第１回無担保転換社債型新株予約

権付社債1,500百万円を発行し、平成１８年５月３１日までの間に500百万円について権利行使されている。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 桑 木   肇 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 井 晶 治 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年６月１３日

株式会社ファルコバイオシステムズ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ファル

コバイオシステムズの平成１６年９月２１日から平成１７年９月２０日までの第１８期事業年度の中間会計期間（平成１６年９月２

１日から平成１７年３月２０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ファルコバイオシステムズの平成１７年３月２０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年９月２１

日から平成１７年３月２０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 １．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年３月２２日に株式会社プロットの株式を取得し、子会社とした。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年３月２２日に株式会社ファーマプロットの株式を取得し、子会社

とした。 

 ３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年３月２２日に株式会社ＭＩＮＯＲＩの株式を取得し、子会社とし

た。 

 ４．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年５月１２日に株式会社プロットと株式交換を行い、同社を完全子

会社とした。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 水 野 訓 康 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 味 谷 祐 司 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 井 晶 治 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年６月９日

株式会社ファルコバイオシステムズ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ファル

コバイオシステムズの平成１７年９月２１日から平成１８年９月２０日までの第１９期事業年度の中間会計期間（平成１７年９月２

１日から平成１８年３月２０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ファルコバイオシステムズの平成１８年３月２０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年９月２１

日から平成１８年３月２０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 １．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年３月２２日に株式会社志太医研の株式を取得し、子会社とした。 

 ３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年３月２２日に株式会社東予中検の株式を取得し、子会社とした。 

 ４．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年３月２３日に第三者割当による第１回無担保転換社債型新株予約

権付社債1,500百万円を発行し、平成１８年５月３１日までの間に500百万円について権利行使されている。 

 ５．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年４月１７日開催の取締役会において連結子会社である株式会社フ

ァルコバイオシステムズ山陰の資本充実を目的とした第三者割当増資270百万円を引き受けることを決議した。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 桑 木   肇 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 井 晶 治 
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